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はじめに 

 

博士論文として提出するのは、2022 年 7 月 1 日、東洋経済新報社より刊行された研究書

『アメリカの政治任用制度～国際公共システムとしての再評価』であり、本概要書はその要

約である。研究書の全体を理解するうえで必要と思われるので、その目次を本概要書の目次

とは別に「資料 2」として添付した。 

 題目については、当初、「アメリカ型政治任用制度に関する研究～再評価と新概念の確立」

としたが、その後、出版社の求めに応じ、一般に分かりやすく上記のように変更した。 

同様に出版社の依頼で加筆した部分がある。本研究ではビル・クリントン政権の政治任用

に焦点を合わせてきたが、本書では、その後の各政権の政治任用についても分析し叙述して

いる。 

執筆中、新型コロナウイルスの感染拡大、そしてロシアによるウクライナ侵略という重大

な事態が起き、本研究書の現代的意味について「はじめに」や「おわりに」で加筆した。 

  

凡例（用語法について） 

 

・「政治任用」は英語の Political Appointmentの訳である。「政治任命」や「政治的任命」

との表記もあるが、本研究書では「政治任用」に統一した。これは日本においては政治学や

行政学の分野で多く使われてきたことを考えたからである。 

・政治任用で登用された人物を表現する際には、「政治任用者」と「被政治任用者」があり

得るが、この点でも、行政学では、「政治任用者」の表記が多いと判断し、本研究書ではそ

の表現を踏襲した。 

・アメリカ等での研究書には Political Appointment とともに Presidential Appointment

（大統領任用）との表記があるが、連邦政府の政策形成過程を論じる限り、両者ほぼ同義で

あり、本研究書では「政治任用」という表現を中心に使用している。 

 

本概要書の目次 

 

１． 研究の目的と意義 

２． 研究手法 

３． 先行研究の批判的検討 

４． 各章の要約 

５． 提言と課題の提示 

６． 引用文献・参考文献 

７． 資料 1：第 4章における思考実験の例 

８． 資料 2：研究書の目次 



１． 研究の目的と意義 

 本研究においてはアメリカの政策形成過程を理解する鍵とも言える政治任用制度につい

て、理論と事例研究の両面から迫り、その普遍性とグローバルな意味を明らかにした。その

際、ジャーナリスト及び研究者としての半世紀近い取材や調査の結果を活用している。こう

した試みはわが国で初めてであり、独自性を持つと確信している。 

 アメリカの政策形成過程の際立った特色は、官民の人材移動を容易にする政治任用制度

の存在である。先進各国に類似の任用制度はあるものの、その規模や政策形成過程における

意味合いは比較にならない。政治任用制度についての認識は、アメリカの政策形成過程を正

確に理解するため是非とも必要なことであり、日本など先進各国の政策形成過程の改革を

考えるうえでも重要な示唆を与えてくれるであろう。 

 アメリカの政治任用制度については、スポイルズ・システム（spoils system、猟官制）

などと、ややネガティブに受け取られることが多かった。近年、米国内では政治任用者が恣

意的に選ばれる結果、政府をともに支えるべき資格任用者の業務に支障をきたすとの指摘

も出るようになっている。政治任用者の人事案の取り扱いが政争の具になる結果、上院の承

認が遅れ、政府高官の空席が続くなどの問題も一般に認識されるようになった。ただ、多く

の議論は同制度の問題点にのみ焦点を合わせ、改善策を検討するにとどまっており、制度の

有効性という本質を見失っているのではないだろうか。重要なのは、アメリカの政策形成過

程の最も重要な特質である政治任用制度を「国際的公共財（システム）」として再評価する

ことである。本研究では、官の在り方について様々な新しい概念を提示した。 

 この制度の本質は、政策形成過程に適材適所を実現するところにある。だからこそ、アメ

リカの政策形成過程は産官学の政策人材や資源を総動員するメカニズムを持ち続けてきた

のであった。「総動員メカニズム」こそが米国の強みの一つと言えるであろう。こうした総

動員体制が功を奏するのは、特に大きな環境変化が生じ、国が新たな政策課題に直面すると

きである。環境が大きく変わるときには、アメリカの政治任用制度はより有効に機能すると

も言ってもよい。 

 政治任用制度は多様な役割・機能を持つ歴史的発展の産物である。それを分析することは

アメリカの歴史を理解するうえで重要であろう。例えば、同制度には、政策に関する知識、

すなわち「政策知」を広く民間にも共有できるという特質がある。その発展は、したがって

政策形成過程の民主化とみることもできる。その意味で、政治任用制度を論じることは同時

に民主主義の在り方を問うことにもなろう。政策形成過程・システムの変革可能性と、その

方向性について、アメリカは重要な示唆を与えてくれる。日本の議院内閣制とアメリカの大

統領制には大きな違いがあり、このほかにも日米両国の間には様々な差異があることは疑

いない。それでも、アメリカの政策形成過程・システムから日本は多くを学べるのである。 

 日本では経済再生や社会の閉塞状況打破の視点から改革が論じられてきた。議論の中心

は、行政改革や政治改革であった。それらは一応の実績を残したが、十分かと言えば、そう

ではない。本当に必要なのは、政策形成システムの改革であり、そのためにこそ、核心とも



言える人材登用のあり方を深く考察し、その中でアメリカ型の政治任用制度を参考にすべ

きなのである。 

 この制度は国際公共システムであり、さらに人類の共通財産と言うことができる。その改

善策を提示することは、人類への重要な貢献と言ってもよい。この問題は、単に米国の政治

や行政を論じ、日本への示唆を得るだけの話ではない。広く、さまざまな分野における政策

の在り方とその研究のあり方を再考することにもつながろう。 

 

２． 研究手法 

 本研究の出発点は、アメリカ型の政治任用制度の歴史的意味とグローバルな存在意義、そ

してその有効性にあった。同国において政治任用制度がなぜ生き残り、機能し続けているの

か、なぜ、この制度が諸外国に注目され、導入されてきたのか、その存在が本当に政策形成

過程で重要な機能を果たしているのか――という問題意識にある。 

 これらの解明には様々なアプローチがあり得る。大きく分類すれば、量的研究か質的研究

かに集約されよう。本研究では質的研究に重点を置くべきであると考える。 

その理由の第 1は、政策形成過程の真実と本質に迫るには、その過程を深く知る必要があ

り、そのためには質的研究がふさわしいからである。量的研究が大事であることは言うまで

もないが、本研究においては、人々が営む政策形成過程を量的にとらえることは部分的には

可能だが、その全体を分析するには不十分である。 

 第 2に、本研究の目的の一つ、概念と理論の構築には深い考察が必要である。量的研究で

は、その過程で深い考察につながる事実が捨象される可能性がある。 

 第 3に、ジャーナリストとしての経験から、実態には直接的な、そして双方向のコミュニ

ケーションでしか到達できないと判断したからである。 

そのうえで強調したいのは、自然科学の研究手法の適用実績を参考に、政治任用者を独立

変数、政策の結果を従属変数とみなして、因果関係の考察を試みたことである。比較事例研

究や単一事例研究における過去の成果を考慮したうえで、想像的実験・反実仮想法と呼ばれ

る手法を参考にした思考実験を試みた 。 

 

３． 先行研究の批判的検討 

アメリカの政治任用制度については政治学、行政学等の分野の様々な著作で取り上げら

れてきた。同制度に焦点を合わせた研究が意外に少ないのは、この制度の存在が当然視され

ているからであろう。政治任用制度に特化した研究に絞り込んで、その意義と意味、そして

限界を指摘しておこう。 

 こうした研究には 3 類型がある。第 1に、政治任用者とキャリア官僚（資格任用者）のそ

れぞれの存在意義を確認したうえで、両者の関係を対象とし、その相互作用を明らかにし、

改善策を提示する研究である。第 2に、政治任用制度の役割を認めつつ、その在り方の問題

を掘り下げる研究である。過度の政治化を批判し、政治任用者の数の制限や任命にいたるプ



ロセスの改善方法を提示する。第 3は、実証的研究である。政治学で近年、一般化している

数量的な手法を取り入れ、特に政治化とパフォーマンスの関係を明らかにする。 

 第 1 の研究の代表例はヘクロの著作（Heclo，1977）である。ヘクロはこの研究の中で、

首都ワシントンにおける政治的高官（Political Executive）と官僚（Bureaucrat）との相

互作用に着目し、それぞれの歴史や現状、そして問題点を明らかにした。 

 第 2の類型の研究は、G・カルビン・マッケンジー（G. Calvin Mackenzie）とジェームズ 

P・フィフナー（James P. Pfiffner）が担ってきたと言ってよいであろう。マッケンジー編

著書（Mackenzie, ed.,2001）の彼の論文”The State of the President Process”とフィ

フナーの”Presidential Appointments: Recruiting Executive Branch Leaders”が代表

例である。ともに、前述のように政治任用制度を批判的に捉えつつ、その問題点の原因と解

決策を論じた。 

 第 3 の類型は以上の 2 類型とは異なる研究で、統計手法を駆使した政治研究の一環であ

る。その代表例はルイス（Lewis, 2008=2009）である。最大の特色と独自性は、「政治化と

パフォーマンスの関係に関する初めての体系的分析」 という点にある。ここで言う「政治

化」は、「政治任用者の数と組織への浸透度を増す行為」 と定義されている。 

 ルイスの研究は高く評価すべきであるが、問題がなくはない。まず、因果関係についてで

ある。政治任用者が多いからパフォーマンスが下がったのか、パフォーマンスが元々と悪い

から政治任用者を登用したのか。すなわち、どちらが原因で、どちらが結果なのであろうか。

この点を判断するにはさらなる研究が必要であろう。 

 これまで取り上げた先行研究はいずれも評価すべきである。特に、その問題点と改善方法

を考察し、新たな方策を提言することで多くの成果を上げてきた。ただ、ルイスの研究を含

め、政治任用を当然のことと受け止める結果、そもそもの重要性、特にグローバルな世界に

おける意義と意味をとらえきれていないのではなかろうか。アメリカの研究者にとっては、

当然の限界と言うべきかもしれない。こうした背景を考えるとき、本研究には歴史的使命が

あると言ってよいであろう。その使命とは、グローバルな視点においてアメリカ型政治任用

制度をとらえ直すということである。 

 日本におけるアメリカ型政治任用制度に関する研究にも触れておこう。それは政治学や

行政学、公共政策学や官僚論において取り上げられてきた。制度そのものの研究ではないが、

それぞれのテーマの研究の中で、同制度を捉えてきたのである。基本的には、アメリカの政

治任用制度に関する研究や議論の紹介にとどまっていると言ってよい。制度そのものの設

計やその思想、その在り方に関する政治の現場における検証、さらに同制度のグローバルな

意味や意義に関する考察は欠いていると言わざるを得ない。 

 日本における研究ないし記述は、政治任用制度をパトロネージ(patronage, 情実任用)、

ないし猟官制と捉える傾向がある。いわゆる政治化についても否定的に受け止めることが

多い。これは、アメリカにおける現代の研究の成果を反映していると言えるであろう。 

 政治任用制度は、実は政策形成の在り方に関わる問題である。政治学においては政策過程



論・政治過程論（以下、過程論と略す）でその問題を取り上げられるべきであろう。では、

これまでの過程論についてはどう評価すべきか。この点を考察する必要がある。日本におけ

る過程論の体系をあえて類型化すれば、「網羅的な説明や解説」「政策の課題設定から評価の

プロセスに重点を置いた著作」「事例研究（ケース・スタディ）に関する分析の意義とその

手法に焦点を合わせた具体的な例の紹介」等となろう。多くは労作であり、アメリカにおけ

る研究成果や体系化を丁寧に紹介している。それだけでも政策過程論への多大な貢献と言

える。 

 ここでは、あえて、不足していると思われる点を指摘しておきたい。まず、グローバルな

視点の弱さである。国際比較はあるものの、アメリカの政策過程の他国への影響、相互作用

という視点はない。 

そして、政策過程をシステムあるいは構造ととらえる視点の不足である。過程論はその流

れを抽象化し、概念を現実に当てはめるだけでは不十分である。政策イシューについて説明

することはそれなりに意味があるものの、さらに進んで政策を生み出す構造・システムその

ものを分析する必要があろう。さらに、前述のことから導き出せることでもあるが、政策過

程を変化するもの、変革し得るものとして動態的に捉える認識の不足である。政治学（政策

過程論）や行政学を超えたアプローチが必要ではなかろうか。 

 

４． 各章の要約 

 序章では、本研究の社会的、歴史的、そして学術的な背景を説明した。そのうえで、前述

のように先行研究について検討し、その関連において、政策過程論についても成果と問題点

に言及している。 

 第 1章では、アメリカの政治任用制度の概念整理と新概念確立を試みた。国際公共システ

ムとして捉え直し、その概念の明確化とともに、原理や法則を抽出している。同時に政治任

用制度の機能を様々な角度から分析した。政治任用者の機能に着目すれば、それは「官僚」

ではなく「政治家」に近い。本章では「政治家の代理人」などの新しい概念も提示し、日米

両国の官僚の「非対称性」についても言及している。 

 第２章では、アメリカの政治任用制度の発展を段階的に捉え、歴史的に大きく変質してき

たことを説明したうえで、同制度が世界に伝播していることも指摘し、その意味と背景を考

察した。先進国を中心に、政策における競争と、その政策を生み出すシステムの構築におけ

る競争が起きていて、それらへの対応が国の在り方に大きな影響を与えつつある。本章では

現代における政治任用制度が、かつてのようなスポイルズ・システムというだけではなく、

政策形成過程のキー・ファクターになりつつあることを論述した。 

 第３章は、原理と法則を解明するのが目的である。「応答性」「競争」「民主化」「監視」「透

明性」をキーワードに、アメリカにおける政治任用制度が政策形成過程において果たしてい

る機能を分析した。政治任用制度が官僚化を防ぐ知恵や工夫である点にも触れている。本章

では、同制度が改善を迫られながら「自己革新」を遂げているという捉え方も提示した。 



 第４章では、国内外での大きな変化を前に新たな政策課題に直面したクリントン政権の 

政策形成過程について、1993年の 3つの事例を検討した。それによって、1990 年代におい

て、アメリカの経済再生と外交の再構築に政治任用者がどのような役割を果たしたのかを

解明できるからである。筆者が首都ワシントンに駐在した 1993－97年はアメリカ経済が劇

的に回復を果たした期間であり、その外交が冷戦後の新しい課題に直面した時期であった。

３つの事例とは、経済再生策、旧ソ連に対する外交政策、そしてアジア太平洋地域の貿易・

投資の自由化推進である。政治任用者としては、３つの課題について、それぞれ、ロバート・

ルービン(Robert Rubin)大統領補佐官・国家経済会議（National Economic Council=NEC）

議長、ストローブ・タルボット(Strobe Talbott)・旧ソ連圏担当大使（のちに国務副長官）、

フレッド・バーグステン(Fred Bergsten)・アジア太平洋経済協力会議（Asia Pacific 

Economic Cooperation=APEC）賢人会議議長に焦点を合わせ考察した。 

 特に重要なのは、新設の NECとその議長であったルービンの働きである。ここで、この組

織の創設と 1993年の経済政策形成の過程を克明に分析し、彼の役割を明らかにした。この

章が本研究の核心部分であり、独自性を持つと確信している。 

分析にあたっては、反実仮想法に基づく思考実験を上記３つの事例について行った（資料

1 を参照）。これは、政治任用者になりえた人々を抽出し、その資格要件や能力を検討して、

それらとの比較において実際に任用された人物の特性を浮かび上がらせる手法である。こ

の思考実験により、ルービン、タルボット、バーグステン、それぞれの政治任用の意味とそ

の重要性を確認できたと言ってよいであろう。 

 第５章は、クリントンのあとのブッシュ・ジュニアからバイデンに至る各政権における政

治任用を取り上げた。主要なポストを巡る人事の比較分析を通じ、政治任用者の人事が政権

の政策やその後の評価を大きく左右することがわかるであろう。トランプの政治任用を論

じる中で強調したのは、大統領が自分への忠誠を任用基準と考え、それにより自己保身を図

れば、国益を害することになるという点である。政治任用制度は有効に使えば政策の質を向

上させるが、任命権者によっては民主主義を危険に晒しかねない。 

 第 6 章では、政治任用者へのインタビューをもとにその思想や行動原理を明らかにする

とともに、官民における「回転ドア人事」の類型化を試みた。対象はクリントン、カーター

の両政権で政府高官を務めたジョセフ・ナイ（Joseph Nye）・ハーバード大教授や、クリン

トン政権で経済担当の大統領副補佐官を務めたボーマン・カッター(Bowman Cutter)、トー

マス・フォーリー（Thomas Foley、元下院議長）駐日米国大使の補佐官を務めたケント・カ

ルダー(Kent Calder)・ジョンズ・ホプキンズ大高等国際問題大学院（School of Advanced 

International Studies= SAIS）ライシャワー東アジア研究所長らである。インタビュー調

査の結果から、政治任用制度が有効に機能する条件を抽出した。 

 第 7章では、政治任用制度に基づく人材の官民移動を通じ、官界、学界、経済界などを中

心とする広範な世界に「政策インフラ」と呼ぶべきコミュニティーが形成されていることを、

シンクタンクを中心とした政策集団の分析を通じて明らかにしている。その中で、シンクタ



ンクの歴史をたどりながら分類を試み、さらに事例研究の結果も示した。 

 第 8章は結論部分で、事例研究を踏まえた総括分析を提示し、改めて「適材適所」と「総

力結集」というアメリカの政策形成のダイナミズムを強調したうえで、目指すべき方向につ

いて提言している。重要なのは、知見や力量を重視した「職業任用」を追求すべきことであ

る。この点は、５の「提言と課題の提示」において詳しく説明したい。 

 

５． 提言と課題の提示 

 提言の基本となるべき概念は、前述の「職業的任用」である。職業的とは、任用される人々

がそれぞれ専門性を持ち、そのことによって評価されることを意味する。専門性には、学術

や技術に関するもののみではなく、広く組織の運営や管理等も含まれる。 

政治家の恣意や情実ではなく、能力を客観的に判断された人物を登用することが職業的

任用である。政治任用は Political Appointmentとか Presidential Appointmentと呼ばれ、

略す場合は PA とされてきた。ここで強調したいのは、この PA が同時に、Professional 

Appointment（職業的任用）であるべきことである。 

具体的な提言としては、政治任用者の数の削減や任用プロセスの簡素化が重要なのは言

うまでもないが、同時に重要なのは、彼らの業績を中心に、外部ができるだけ客観的に評価

することである。外部では、政府外のシンクタンクや大学、大学院、そしてメディアの役割

が重要であろう。政治任用の過程をチェックし、批判できることを常態化するようなシステ

ムや慣行が重要である。問題が起きてからでは遅い。その前の任用プロセスを監視すること

が大事なのである。 

 具体的な提言として責任の明確化も挙げたい。政治任用プロセスにおいて問題が起きた

ときに、大統領を筆頭に、任命に関わった人々の責任を問うことが大事であろう。関係する

組織それぞれにおける検証も行われなければならない。政治任用者は政治・外交、経済政策

等について大きな権限を持つ。それだけに、任命については責任を問える体制を作らなけれ

ばならない。そうすることによって、任命権者は、情実ではなく、候補者の能力を基準に選

ばれることになるであろう。すなわち提言の基本で示した職業的任命に近づくのである。 

次にアメリカの政治任用制度と、それについての考察や提言が、日本にとってどのような

意味を持つか考察した。 

 第 1に、官民の総合力を結集することの重要性である。認識すべきは、人が動かなければ

政策アイデアは活かされないということである。日本においても民間から政策提言が多く

出されるようになってきたが、実際にそれらが政策に活かされたかというとはなはだ疑問

である。霞ヶ関と呼ばれる中央省庁と、永田町こと国会と議員たちに、いまだ政策情報が集

中されているのが現実である。民間に良い政策アイデアがあれば、それを持って官の世界に

移動できるようなシステムが必要である。民間から官の世界に移った政策人材は、自らのア

イデアを実際の政策形成に反映させ、さらに政策そのものを実現できる可能性もある。官を

経験し民間に戻った人々は、より現実的な政策提案ができることになろう。総合力を結集す



るには、こうした官民の人材移動こそが重要である。そうなれば、既述の政策インフラや政

策コミュニティーが形成され、発展してゆくであろう。そこでは、官民を何度も移動しなが

ら政策の質を高めるような政策人材が中心となる。 

 第 2に、アメリカの政治任用制度は、人類が生み出した政治システムであり、それをすべ

ての人々の共有物と考えるべきだということである。であれば、日本がその制度を取り入れ

ることに躊躇する必要はない。むしろ、良いところがあると判断するなら、積極的に取り入

れるべきである。その際、重要なのは、日本の政策形成の歴史や伝統を考慮することである。

この制度を、いきなり日本に導入することは非現実的というべきであろう。あくまで、日本

に合った形で、日本の国益を増進する限りにおいて考えるべきである。 

 日本では、閣僚に民間人が登用されることがこれまでにもあった 。ただ、必ずしも彼ら

が重要な権限を持っていたとは言い難い。閣僚ともに、事務次官以下の、いわゆる官僚につ

いても民間からの登用を考えるべきである。ここで大事なのは、政策や人事に関する権限を

持つポストに民間人を登用することである。そうすることによってこそ、民間から官に移っ

た人材が実質的な影響力を持つことになろう。 

 第 3に、アメリカの政治任用制度を理解しなければ、この超大国の政策形成過程、さらに

社会のあり方を正確に認識できないということである。これは日本の政策判断に関わる重

大な問題であろう。 

この制度の在り方を理解するだけでなく、この制度の下での人材移動を、常時、把握しな

ければならない。さらに言えば、人材が移動する空間、すなわち政策インフラと政策コミュ

ニティーを常に観察する必要があり、そのための体制が必要である。政官学民の各界、さら

にメディアが、そうした観察を続けなければならない。 

 アメリカの政策コミュニティーをみれば、かつて政府高官を務め、現在、民間のシンクタ

ンクで政策を研究し提言する人たちがいる。彼らは再び政府で高官として政策の立案、遂行

を担うこともあるであろう。 

 アメリカの政策動向を判断するには、政権の内部の動きを観察するだけでは不十分であ

る。より広く、政策に関わるコミュニティーを観察し、どのような人々がいて、何を研究し、

どのような影響力を持っているか、そして彼らが政府に入る可能性がどの程度あるか等に

ついても情報を収集する必要がある。 

 アメリカの政治任用制度については、それを支える政策インフラやコミュニティーを含

め、不断の情報収集と、それを評価するシステムが重要である。 

 今後の研究課題については、以下の点を強調したい。 

 まず、アメリカの政治任用制度の運営等に関し常時観察する体制を作り、政治任用者やそ

の候補に関するデータベースを構築することが必要である。日本においては、アメリカの政

治任用制度の重要性が広く理解されているとは言い難い。官民合同でも民間の単独でも、ア

メリカの政治任用者をチェックし、その情報を蓄積し、共有化することが大事である。同時

に、同国においての政治任用制度への支持の変化について、世論調査や少人数のグループに



よる討論を実施し、その結果を継続的に記録、データベース化したい。 

 次に大事なことは、アメリカや日本の地方における政治任用者の動向とその実態を調査

することである。全米においても日本全国においても、地方自治体の政治任用者について調

査することは容易ではない。もちろん、多くの協力者が必要である。日本の場合、中央より

地方の方が柔軟に政治任用を行う事例があるので、その動きは中央政府の人材登用に生か

せる可能性がある。さらに、日米の地方を比較することで、お互いに参考にできることがあ

ると予想できるからである。 

 さらに、政治学（特に政策過程論）や行政学の様々な研究に加え、本書が提示した米国型

政治任用制度論や政策過程の変革論を統合した新しい政策システム論を構築し発展させる

ことである。そうした試みは、新しい学問体系の創出につながることであろう。本書が、そ

のための一助になれば幸いである。 

 本研究書はジャーナリスト、そして大学教員として、日米欧の政策形成過程を取材・調査・

研究に半世紀近く費やした人間が得た知見の集大成であり、歴史の証人として書き残した

作品である。 
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資料 1：第 4章クリントン政権の政治任用に関する思考実験（図表の例） 
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